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大塚ホールディングスと米国 ReCor Medical、日本とアジア地域において 

超音波腎デナベーション治療デバイスの共同開発・商業化契約を締結 

    
大塚ホールディングス株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長 兼 CEO：樋口

達夫、以下「大塚 HD」）と ReCor Medical Inc. (本社：米国カリフォルニア州、CEO：アンドリュー・

ワイス、以下「ReCor」) は、ReCor の超音波腎デナベーション治療デバイスの日本を含むアジ

ア 10 ヵ国・地域※における独占開発・商業化の権利を大塚 HD が取得することに合意し、契約を

締結しましたのでお知らせいたします。 
 
腎デナベーション治療は、既存の治療では効果が期待できない高血圧患者さんの腎交感神

経を焼灼することで腎交感神経の過活動を抑制し、血圧を下げることが期待されている新しい

治療法です。 
ReCor は超音波腎デナベーション治療デバイスとして、Paradise®の開発を世界で展開してお

り、欧米において高血圧患者を対象とした比較試験である RADIANCE-HTN 試験を、米国

FDA の IDE 認可を得た上ですでに開始しています。 
今回の契約を受けて、大塚 HD は、超音波腎デナベーション治療デバイスの治療抵抗性高

血圧患者対象の臨床開発を、株式会社 JIMRO（大塚メディカルデバイス株式会社傘下）を中心

として、日本で実施します。 
 
本契約の締結を受け、大塚 HD 代表取締役社長 兼 CEO 樋口達夫は、「我々は、ReCor

の超音波腎デナベーション治療デバイスをアジアで展開できることを非常にうれしく思います。

今回の提携により、医薬品のみでは満足な効果が得られず、高い医療ニーズが存在する分野

において、医療機器をベースとした治療を提供することで、患者さんにとって福音となると同時

に、新たな戦略的事業展開につながるものと期待しています。」と述べています。 
 
ReCor の CEO であるアンドリュー・ワイスは、「我々は循環器領域を含むアジアにおける大

塚グループの臨床開発、マーケティング能力を高く評価しています。大塚グループは弊社の主

要株主であり、アジアでの Paradise®の商業化を通して我々の戦略的協力関係をさらに強固な

ものにできることをうれしく思います。」と述べています。 
  
※日本、韓国、中国（香港、マカオ含む）、台湾、タイ、フィリピン、インドネシア、ベトナム、シンガポール、パキスタン 
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Paradise®について 
 Paradise®はReCorが開発した世界初の超音波腎デナベーション治療デバイスです。CEマーク

を取得し、欧州にて販売されています。2016年2月米国FDAよりIDE認可を取り、現在欧米にて

臨床試験が進行中です。 
 
ReCor Medical Inc.について 
 ReCor Medical Inc.（http://www.recormedical.com/）は、米国カリフォルニア州パロアルトに本

社を置き、革新的な医療機器で治療抵抗性高血圧患者さんに貢献するために開発・販売を行う

グローバルな医療機器ベンチャー企業です。超音波腎デナベーション治療デバイスに特化した

革新的な医療機器製品の研究、開発、販売を行っています。 
 
株式会社 JIMRO について 
株式会社 JIMRO（（本社：高崎市、代表取締役社長：馬場秀之）は、大塚ホールディングス株

式会社傘下において、医療機器事業を統括する大塚メディカルデバイス株式会社（本社：東京

都千代田区、代表取締役社長：白藤𣳾司）の中核的な事業会社として、独創的な製品の研究・

開発、販売を行っています。‘JIMRO-people creating innovative products and delivering 
professional services for better health worldwide’の企業理念のもと、より多くの難病治療に貢献

できるよう努力しています。 
 
 
 

会社概要 
 

大塚ホールディングス株式会社（Otsuka Holdings Co. ,  Ltd.）  
 

 

設 立 ： 2008 年 7 月 8 日 
資 本 金 ： 816 億 90 百万円 

代 表 者 ： 代表取締役社長 兼 CEO  樋口 達夫（ひぐち たつお） 

本社所在地 ： 〒101-0048 東京都千代田区神田司町 2 丁目 9 番地 
従 業 員 数 ： 78 名 （2015 年 12 月 31 日現在) 
事 業 内 容 ： 持株会社 


